
伊豆の国市が新規就農者に選ばれる理由
－ 他地域との比較分析ー

地域の魅力と農業環境の独自性を探る

令和８年６月作成



伊豆の国市の新規就農者増加の背景



伊豆の国市の農業の特徴
多様な農産物生産
農業集落では、水稲や野菜（いちご、トマト等）が主
要な地域と、果樹（みかん等）が主要な収入元です。

都市部から近い
東京からは100km圏域にあり、東名高速道路を利
用して約85分の所要時間、東海道新幹線利用なら
65分の所要時間です。

出典：2020年農林業センサス
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伊豆の国市の農業の特徴と主な農産物
市町村別農業産出額
伊豆の国市の農業産出額の一位部門は、野菜で全体の72%を占め、なかでも「いちご」の産出額が58％（2023年）

いちごは、6年で11.2億円増加

2017年（平成29年）から2023年（令和5年）市町村別農業産出額(推計）

2023年
52.3億円

野菜 37.8億円
うち
いちご 30.1億円
トマト 4.3億円
etc

米 4.3億円
生乳 2.7億円
果実 1.3億円

2017年
44.2億円

野菜 27.5億円
うち
いちご 18.9億円
トマト 3.7億円
etc

米 4.8億円
生乳 3.5億円
果実 1.5億円

野 菜

米

畜 産



新規就農者数とその推移
新規就農者数
令和6年度の新規就農者数は 3人

（新規就農定着率「ほぼ100％」）

伊豆の国市のHP 新規就農を目指す方へ

「農家になりたい！」とお考えの方に、就農までの
流れを紹介しています。

1 就農相談

2 相談場所

3 農業体験向け事業

4 就農準備から就農まで

5 研修先に選ぶメリット

市HP

「ほぼ100％」は
以下の支援体制の
充実によるもの
就農トライアル

年度 伊豆の国市 静岡県 割合
令和6年 2024 3 356 1%

5 2023 8 344 2%
4 2022 3 301 1%
3 2021 9 307 3%
2 2020 4 277 1%

令和元年 2019 11 291 4%
平成30年 2018 4 281 1%

29 2017 7 267 3%
28 2016 8 314 3%
27 2015 6 288 2%

10年計 63 3,026 2%

出典：静岡県「新規就農者の実態調査結果」 出典：伊豆の国市HP「新規就農を目指す方へ」

1 栽培技術が高い農家の下で1年間の研修ができる
2 農家の近くで就農ができる
3 新規就農者の受入体制が整っている
地域受入連絡会が農地の確保、
新規就農計画作成、販路の確保を支援

4 地域に合った経営可能な作物をつくれる
5 諸条件の良い土地で就農ができる



新規就農者への支援策の概要



技術・研修制度の提供
就農トライアル
短期間（2日間以上）の農業体験
無料体験

がんばる新農業人支援事業
市内の先進的な農業経営を行う
研修受入農家の下で、1年間の実践研修

出典：静岡県農業振興公社



移住における支援制度

新生活応援補助金
県外から移住する場合住居・引越費用の援助（要
件あり）１０万円

環境配慮型リフォーム助成

出典：伊豆の国市



子育ての支援 －夫婦で移住し新規就農を支援－

伊豆の国市独自の特徴
「情報の分かりやすさ」「地域の居場所づくり」「生活に寄り添う支援」を重視し、孤立させない仕組みを市独自に積み
重ねている点が特徴。

① 情報・伴走支援（市独自の見える化）
いずのくに子育て応援パッケージ
市の子育て施策を一体的に整理・PR
妊娠期からライフステージ別に必要な支援を分かりやすく提示
いずのくに子育て応援アプリ
予防接種、健診、イベント、遊び場等を一元提供（市からの
プッシュ型配信）

「制度はあるが分かりにくい」を解消する仕組み

② 経済的支援（市独自上乗せ・生活支援）
医療費助成の手厚さ高校3年生相当まで対象に医療費助成
（多くの自治体より対象年齢が広い）
物価高対応・子育て応援手当

③ 居場所づくり・地域型支援（伊豆の国市
らしさ）
子育てフリートークサロン「やんちゃっ子クラブ」
親子の交流・仲間づくりを目的とした市独自の場
保育士・ボランティアが関与

こどもの居場所づくり（市＋社協連携）
こども食堂
不登校児童・生徒の居場所
土曜日の子どもの居場所 など

「預かる」だけでなく「つながる」支援
④ ひとり親・配慮が必要な家庭への独自支
援
ひとり親家庭への独自助成（例：はり灸助成券など）
文具バンク、食品提供等に



支援策の成果と課題（優良事例等）



優良事例を紹介(JAふじ伊豆管内で伊豆の国のみ）

作目を絞り込んだ産地形成（いちご・ミニトマト）

出典：静岡県農業振興公社
JAふじ伊豆



支援策を紹介(JAふじ伊豆管内で伊豆の国のみ）

新規就農に関するQ＆A 研修・支援制度・実例・注意点を詳しく紹介

出典：JAふじ伊豆



就農者の事例をHPで

静岡で農業人になる
伊豆の国市の４人の抜粋

「伊豆での暮らし」を軸に、地域に支えられながら“やりがいと誇りのある農業
経営”を実践。（ミニトマト：令和5年就農）

指導農家や先輩就農者にすぐ相談でき、就農前から将来像を描ける支援体
制が整っています。家族で安心して新しい農業と暮らしを始められる地域です。
（いちご：令和７年就農）

農業経験を活かし伊豆の国市でいちごの独立就農を実現。手厚い就農支
援と相談できる環境に支えられ、女性でも安心して農業と暮らしを両立できる
地域です。（いちご：令和5年就農女性）

オーストラリアでの農業体験をきっかけに就農を決意。研修・支援制度を活用
し農家として独立。指導農家や仲間に支えられ、努力が成果に直結する農
業にやりがいを感じている。（ミニトマト：令和3年就農）

憧れていた生活を手に入れられた農業

家族で始められる農業・暮らしの魅力

大好きないちごの栽培に日々奮闘中

農業はやればやった分だけ自分に返ってくる

４人の声（いちご２、ミニトマト２）

出典：静岡県農業振興公社
「静岡で農業人になる」



市の就農支援概要と課題
(意見交換伊豆の国市で新規就農関係６件）
（期間：令和6年1月から令和7年12月）生産者 ３名、 市２、農林事務所1

1. 伊豆の国市における就農支援の概要

（1）新規就農の位置づけ・方向性

新規就農を 担い手確保の重要施策 と位置づけ、国・県事業を
活用しながら継続的に支援している。いちご・ミニトマトを中心に、参
入しやすい作目構成が形成されている。

（2）支援体制・取組の概要

新規就農者育成総合対策 や 農地利用効率化等支援交付金
を継続的に申請・活用する方針が示されている。

市・県・JA等が連携し、就農相談、研修、農地確保等を含めた支
援を実施。

基盤整備が進んだ農地では 企業参入 も進んでおり、今後は企業
と連携した新規就農者の誘致を進めていく意向が示されている。

（3）有機農業・関連施策との関係

市は オーガニックビレッジ宣言（令和6年9月30日） を行い、
有機農業の推進を図っている。有機農業への取組は、就農分野の
一つとして位置づけられている。

２.主な課題
課題① 担い手不足と農地活用の難しさ。
農地整備や農地集積時の規模・複数農業者が必要となる事業要
件がハードル。
条件不利地域の耕作放棄地の解消。
課題② 企業参入による大規模農地整備が進む一方、企業と新規
就農者をどう結びつけていくか が課題。受入体制のさらなる整理・強
化が求められている。
課題③ 有機農業の生産規模がまだ小さく、安定的に供給できる
量に至っていない。学校給食等への活用では、生産者搬入による負
担集中や、品目・数量の不足が課題となっている。

3. まとめ（政策的観点での整理）
支援制度や作目構成を背景に 就農しやすい環境を有している 一
方、担い手不足、受入体制の深化、有機農業の実装段階での課
題が顕在化している。
①企業参入と新規就農者の接続
②有機農業の量的拡大と物流整理
③地域計画と担い手施策の一体運用



伊豆の国市の地域特性と、参入・定着・収益を
一体的に確保する就農モデル



新規就農者を確保する構造

研修制度（就農後を見据えた実践重視型）
実践研修（1年以上）
指導農家による実践研修＋就農後フォロー
→技術・経営両面の早期習得

行政・JA等の支援
地域受入連絡会（指導農家・県・市・JA）
農地確保・就農計画・資金・販路を一体支援
→就農までの不確実性を低減

農地・施設・販路が「就農前から見える」
横のつながり（相談・情報共有）が強い産地文化
非農家出身者でも円滑に就農可能
（参入障壁の低減）

就農の安心の確保
＋安定的な所得見通し
＋営農継続の実現

参入・定着・収益の一体的な確保

実効性の高い就農モデルとして確立

地域特性
観光地としての認知度が高く来訪経験者が多い
→地域理解・土地勘を有する人材が参入しやすい


